
市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
宮城県松島町
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財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[126,609円]
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給与水準 （国との比較）
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [8.67人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [14.1%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [95.7%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし 人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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給与水準

（国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

松島町
※類似団体平均を100とした

ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体

を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない

団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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■財政力【財政力指数】

類似団体平均を下回っているが、平成１７年度より連続した伸びを見せている。これは平成１２年度から

実施している「税の徴収強化（特別滞納整理室設置等）」による効果が現れていることと、平成１９年度から

の税源移譲が増加要因となっている。

今後も税徴収はもとより使用料（受益者負担）等の適正化を図り自主財源の確保に努める。

■財政構造の弾力性【経常収支比率】

平成１６年度より連続して類似団体平均を下回っている。人件費及び公債費は経費削減努力が現れて

いるものの、扶助費については平成１６年度決算（２２３，３００千円）と平成２０年度決算（２９８，５１５千円）

を比較すると３３．７％増で年々増加している現状となっている。

■公債費負担の状況【実質公債比率】

平成１９年度に承認された公的資金補償金免除繰上償還実施（普通会計・下水道事業特別会計）や新

規地方債発行抑制により、地方債元利償還金及び準元利償還金の削減が出来たと考える。しかしながら、

類似団体平均は上回っている現状であるため、今後も事業の効果・必要性等を十分検討し事業執行を図

る。また、準公債費（繰出金等）についても普通会計同様に公債費の抑制に努めていく。

■将来負担の状況【将来負担比率】

平成１９年度と平成２０年度を比較すると▲６．８ポイントとなっている。これは、地方債残高の減や一部

事務組合への一般会計等負担金額の減によるものである。ただし、類似団体平均は２年連続で上回って

いるため、今後も起債依存型の事業実施をしないように努め後年度への負担を軽減していく。

■給与水準（国との比較）【ラスパイレス指数】

平成１６年度より連続して類似団体平均を下回っている。今後も職務・職責に応じた給与の適正化を維

持する。

■定員管理の状況【人口１，０００人当たり職員数】

平成１６年度より連続して類似団体平均を上回る結果となっているが、平成１７年度から定員適正化計

画に基づき職員数削減を実施している段階である。

今後も事務事業の効率化や指定管理者制度等を検討・活用しながら職員の定員管理に努めていく。

■人件費・物件費等の適正度【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】

人件費については職員数削減等により平成１６年度より連続して減少している。物件費については電算

システムの更新のため増となった（１３，８９９千円）。維持補修費については微減となった（▲１，０４９千円）。

類似団体平均と比較すると一人当たり８，７４５円上回っている現状であるため、人件費同様に物件費及

び維持補修費についてもコスト削減に努める。


